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 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

 It must be a person who doesnt corre‑

spond to the person and the bankrupt

who doesnt have the ability that the cor‑

responding contract concludes by not ob‑

taining rehabilitation.

 It is a person who disturbed the execu‑

tion of the duty as the person and the

staff who disturbed the fulfillment of the

person and the highest bidder who dis‑

turbed the execution of a person who did

the act of injustice for the compact pros‑

ecution and a fair competition of the con‑

tract, and it is ill‑founded and it person

who doesnt correspond to the person

who doesnt perform a contract.

 Have the Grade A, Grade B or Grade C

in Service, Manufacturing, in terms of

the qualification for participating in ten‑

ders by the Ministry of Health, Labour

and Welfare (Single qualification for

every ministry and agency) in Kanto‑

Koshinetsu Area in fiscal years 2016,

2017, 2018

 Prove to have actually engaged in fair

amount of similar matters properly

 Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

 Prove to have no false statement in

tendering documents

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

 Other persons who are qualified as pro‑

vided in the bidding instructions

 Time‑limit for Tender : 11 : 00 AM, 24

April, 2018

 Contact point for the notice : Ryousuke

Ichikawa, Procurement Department, Japan

Pension Service, 524, Takaido‑nishi 3‑
chome, Suginami‑ku, Tokyo, 1688505, Ja‑
pan TEL 0353441100

入札公告の変更
平成 30 年３月 14 日

独立行政法人 海技教育機構
理事長 野崎 哲一

◎調達機関番号 604 ◎所在地番号 14
〇第 22 号
１ 掲載日 平成30年２月16日（号外政府調達第
30号）
２ 変更内容 23頁４段目、「Ａ重油約70」を
「Ａ重油約60」に、「Fuel Oil A 70」を
「Fuel Oil A 60」にそれぞれ変更します。

入札公告の取消
次のとおり入札公告を取り消します。
平成 30 年３月 14 日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
敦賀事業本部 業務管理部長 中西 弘樹

◎調達機関番号 817 ◎所在地番号 18
平成30年１月31日付け（号外政府調達第19号19
ページ）掲載の入札公告第304407２号「洗濯
設備におけるランドリ後モニタ及び折りたたみ機
の更新」を取り消します。

入 札 公 告（建設工事）
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年３月 14 日
（契約責任者）
西日本高速道路株式会社 関西支社

支社長 村尾 光弘
◎調達機関番号 419 ◎所在地番号 27
〇第５号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 阪和自動車道 みなべ高架橋他２
橋（ＰＣ上部工）工事（電子入札対象）
 工事場所 自）和歌山県日高郡印南町大字

山口
至）和歌山県日高郡みなべ町大
字芝

 工事内容 本工事は、阪和自動車道の付加
車線事業に伴うＰＣ上部工工事である。
 工事概算数量
みなべ高架橋 約6100
南部川高架橋 約3500
神子尾橋 約300

 工期 本工事は、受注者の円滑な工事施工
体制の確保を図るため、事前に建設資材、労
働者確保等の準備を行うことができる余裕期
間（契約締結日から工事の始期日までの期間）
を設定した工事であり、発注者が定めた一定
の期間内において落札者が工事の始期日を任
意に設定することができる工事である。なお、
受注者は、発注者との協議を経た上で、落札
後７日以内に工期通知書により工事の始期日
を通知すること。
余裕期間内は、現場代理人、主任技術者又
は監理技術者を設置することを要しない。ま
た、現場に搬入しない資材等の準備を行うこ
とができるが、資材の搬入、仮設物の設置、
工場製作を含む工事における工場製作等、工
事の着手を行ってはならない。なお、余裕期
間内に行う準備は受注者の責により行うもの
とする。
工期：工事の始期日から930日間（ただし、
平成30年７月１日（工事開始期限）までに工
事を開始すること）
なお、低入札価格調査等により、上記の工
事開始期限以降に契約締結となった場合に
は、余裕期間を設定することはできず、契約
日の翌日から930日間で工事を完了させるこ
と。したがって、落札決定後から契約日まで
の間に実施する工事の始期日に関する協議は
実施しない。
 本工事は資料の提出、入札等を電子入札シ
ステムで行う電子入札対象工事である。なお、
電子入札によりがたい者は、契約責任者に届
出を行い、紙入札方式によることができる。
 本工事は、「企業の高度な技術力」として入
札説明書に参考として示した図面及び仕様書
（以下「設計図書」という。）又はそのうちあ
らかじめ指定する部分（以下「標準案」とい
う。）に係る具体的な施工計画その他の提案
（以下「技術提案」という。）について記述し
た確認資料の提出を求め、入札価格とその他
の技術的要素を総合的に評価した結果、西日
本高速道路株式会社にとって最も有利な入札
者を落札者とする総合評価落札方式の工事で
ある。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。

 本工事は、すべての入札参加者から単価表
の提出を求める工事である。
 紙入札方式の場合の単価表は原則として
電磁的記録媒体（ＣＤＲ）で提出するもの
とする。ただし、電磁的記録媒体での提出が
できない場合は、紙の単価表を提出するもの
とする。
 本工事は、総価単価契約の対象工事である。
本工事では、受発注者間の双務性の向上とと
もに、変更契約等における協議の円滑化を図
るため、落札決定から契約締結までの間に発
注者及び落札者が協議を行って、総価契約の
内訳として項目ごとの金額（以下「単価」と
いう。）を合意することとする。
総価単価契約の実施にあたっては、単価を
個別に合意する方式（以下「単価個別合意方
式」という。）によることとするが、落札者が
希望した場合及び協議開始から14日以内に単
価個別合意方式による単価合意が成立しな
かった場合は、単価を包括的に合意する方式
（以下「単価包括合意方式」という。）により
行うものとする。
 本工事は「共通仮設費（率分）のうち営繕
費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の
下記に示す費用（以下「実績変更対象費」と
いう。）について、工事実施にあたって不足す
る技術者や技能者を広域的に確保せざるを得
ない場合も考えられることから、契約締結後、
労働者確保に要する方策に変更が生じ、土木
工事積算基準の金額相当では適正な工事の実
施が困難になった場合は、実績変更対象費の
支出実績を踏まえて最終設計変更時点で設計
変更する試行工事である。
営繕費 労働者の送迎費、宿泊費、借上費（宿
泊費、借上費については労働者確保に係る
ものに限る）
労務管理費 募集及び解散に要する費用、賃
金以外の食事、通勤等に要する費用

２ 競争参加資格 当該工事に係る競争に参加す
る者に必要な資格を有する者は、次に掲げる条
件をすべて満足し、かつ、契約責任者による当
該工事に係る競争参加資格確認の結果、資格が
あると認められた者とする。
 西日本高速道路株式会社契約規程実施細則
（平成17年細則第７号）第６条の規定に該当
しない者であること。
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